
公営企業の資金不足を、公営企業の事業規模である料金収入の規模と比較して指標化し、経営状態の悪化の度合いを示すもの
【経営健全化基準…20.0％】
■ 昨年に引き続き甲賀市では全ての公営企業会計で資金不足は生じていません。

資金不足比率

　

地
方
公
共
団
体
の
財
政
を
適
正
に
運
営
す
る
こ
と
を
目
的
と
し
て
、

「
地
方
公
共
団
体
の
財
政
の
健
全
化
に
関
す
る
法
律
」（
財
政
健
全
化

法
）が
施
行
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

市
で
は
、こ
の
法
律
に
基
づ
き
、財
政
経
営
の
健
全
度
合
い
を
示
す

健
全
化
判
断
比
率
、公
営
企
業
の
経
営
健
全
度
合
い
を
示
す
資
金
不
足

比
率
を
算
出
す
る
他
、財
政
状
況
を
表
す
指
標
を
算
出
し
状
況
を
見
極

め
て
い
ま
す
。ま
た
、よ
り
強
固
な
財
政
基
盤
を
整
え
る
た
め
の
取
り

組
み
を
進
め
て
い
ま
す
。

　

今
月
号
で
は
、こ
れ
ら
の
指
標
や
市
の
取
り
組
み
に
つ
い
て
お
知
ら

せ
し
ま
す
。

市の財政事情

全会計を合算し、地方公共団体全体としての赤字の程度
を指標化し、財政運営の悪化の度合いを示すもの

甲賀市 早期健全化基準 財政再生基準
H21 ―（赤字額なし） 17.20％ 40.00％
H20 ―（赤字額なし） 17.25％ 40.00％
H19 ―（赤字額なし） 17.28％ 40.00％

参考

一般会計等の赤字の程度を指標化し、財政運営の悪化の
度合いを示すもの

甲賀市 早期健全化基準 財政再生基準
H21 ― （赤字額なし） 12.20％ 20.00％ 
H20 ― （赤字額なし） 12.25％ 20.00％ 
H19 ― （赤字額なし） 12.28％ 20.00％ 

参考

借入金（地方債）の返済額およびこれに準じる額の大きさ
を指標化し、資金繰りの程度を示すもの

甲賀市 早期健全化基準 財政再生基準
H21 107.5％ 350.0％ 
H20 126.6％ 350.0％ 
H19 129.7％ 350.0％ 

参考

甲賀市 早期健全化基準 財政再生基準
H21 18.0％ 25.0％ 35.0％
H20 18.3％ 25.0％ 35.0％
H19 17.4％ 25.0％ 35.0％

参考

一般会計等の借入金（地方債）や支払っていく可能性のあ
る負担等の現時点での実質的な負債の額を指標化し、将
来、財政を圧迫する可能性の度合いを示すもの

実質公債費比率 将来負担比率

実質赤字比率 連結実質赤字比率

　

平
成
21
年
度
決
算
に
基
づ
く
甲
賀

市
の
財
政
健
全
化
判
断
比
率
お
よ
び

資
金
不
足
比
率
を
公
表
し
ま
す
。

　
す
べ
て
の
項
目
で
昨
年
度
よ
り
改
善

　

財
政
健
全
化
法
で
は
、財
政
の
健

全
化
を
判
断
す
る
下
表
の
指
標
を
算

定
し
、監
査
委
員
の
審
査
に
付
し
た

上
で
、議
会
に
報
告
す
る
と
と
も
に
、

市
民
皆
様
に
対
し
公
表
す
る
こ
と
が

義
務
付
け
ら
れ
て
い
ま
す
。

　

各
指
標
が
国
の
定
め
た
基
準（
早

期
健
全
化
基
準
、財
政
再
生
基
準
）

を
超
え
た
場
合
、改
善
が
必
要
な
状

態
と
み
な
さ
れ
、財
政
健
全
化
計
画

な
ど
を
策
定
す
る
こ
と
が
義
務
付

け
ら
れ
、国
や
県
の
指
導
の
も
と
財

政
の
健
全
化
を
図
る
こ
と
に
な
り

ま
す
。

　

算
定
の
結
果
、各
指
標
は
基
準
値
を

下
回
る
と
と
も
に
、昨
年
度
算
定
数
値

よ
り
改
善
す
る
こ
と
が
で
き
ま
し
た
。

し
か
し
、「
実
質
公
債
費
比
率
」は
、地

方
債
の
発
行
に
県
の
許
可
を
必
要
と

す
る
18
%
を
下
回
る
こ
と
が
で
き
ず
、

さ
ら
に
改
善
に
向
け
て
努
力
し
て
い

か
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

健
全
化
判
断
比
率

お
よ
び
資
金
不
足
比
率

2010.12.1 �



財政指標 H18 H19 H20 H21 H21 県平均
財 政 力 指 数 0.755 0.814 0.839 0.832 0.806 
経 常 収 支 比 率（％） 95.9 96.4 95.5 90.9 90.8 
積立金現在高比率（％） 29.4 33.0 34.7 34.6 35.4 
公 債 費 負 担 比 率（％） 16.8 18.6 20.1 19.9 18.5 
地方債現在高比率（％） 209.2 205.4 184.1 168.7 173.5 

　市では、毎年の決算の確定に合わせ、収入と支出の状況を把握するとともに、財政健全化法に基づく指標を算定する
他、財政状況を客観的に表す財政指標を算定しています。

歳 

出

人 件 費 67億3,108万円 66億2,381万円 64億8,650万円 62億1,363万円
扶 助 費 28億986万円 28億6,013万円 29億4,414万円 30億1,038万円
公 債 費 42億8,442万円 46億174万円 51億856万円 51億4,631万円
普通建設事業費 66億797万円 33億1,168万円 22億6,524万円 21億9,851万円
繰 出 金 32億574万円 33億5,083万円 37億8,430万円 41億4,902万円
歳 出 規 模 364億1,358万円 333億5,666万円 324億8,747万円 331億8,992万円

H18 H19 H20 H21

歳 

入

市 税 128億6,756万円 145億640万円 143億3,063万円 136億5,848万円
地 方 交 付 税 61億8,574万円 52億5,958万円 56億2,653万円 66億4,364万円
市 債 60億650万円 35億8,738万円 24億3,784万円 19億9,645万円
歳 入 規 模 373億699万円 339億143万円 331億8,193万円 339億9,673万円

主な項目の決算額の推移

●
財
政
力
指
数

　

 

財
政
力
を
示
す
指
数
で
、数
値
が
高
い
ほ
ど
税

や
負
担
金
、使
用
料
、財
産
収
入
な
ど
、自
主
的

に
収
入
で
き
る
財
源
に
余
裕
が
あ
り
ま
す
。

●
経
常
収
支
比
率

　

 

財
政
の
弾
力
性
を
判
断
す
る
指
標
の
ひ
と

つ
。数
値
が
高
い
ほ
ど
自
由
に
使
え
る
お
金

が
少
な
く
な
り
ま
す
。

●
積
立
金
現
在
高
比
率

　

 

標
準
財
政
規
模
※
に
対
す
る
積
立
金
残
高
の

比
率
。数
値
が
高
い
ほ
ど
緊
急
の
財
政
需
要

に
も
柔
軟
な
対
応
が
可
能
と
な
り
ま
す
。

※
標
準
財
政
規
模

　

 

標
準
的
な
状
態
で
通
常
収
入
さ
れ
る
と
見
込

ま
れ
る
一
般
財
源（
市
民
税
や
地
方
交
付
税

な
ど
使
途
が
限
定
さ
れ
な
い
財
源
）の
規
模

を
示
す
も
の

●
公
債
費
負
担
比
率

　

 

一
般
財
源
総
額
に
占
め
る
公
債
費
を
支
出

す
る
た
め
に
充
て
ら
れ
た
一
般
財
源
の
割

合
。数
値
が
高
い
ほ
ど
財
政
の
硬
直
度
合
い

が
高
く
な
り
ま
す
。

●
地
方
債
現
在
高
比
率

　

 

標
準
財
政
規
模
に
対
す
る
地
方
債
残
高
の
比
率

●
扶
助
費

　

 

生
活
保
護
法
、児
童
福
祉
法
、老
人
福
祉
法
な

ど
に
基
づ
き
援
助
と
し
て
支
払
う
経
費

●
公
債
費

　

 

地
方
公
共
団
体
が
借
り
入
れ
た
地
方
債
の
元

利
償
還
金

●
普
通
建
設
事
業
費

　

 

道
路
、橋
り
ょ
う
、学
校
、公
園
、庁
舎
等
の
社

会
資
本
の
整
備
に
要
す
る
投
資
的
な
経
費

●
繰
出
金

　

 

公
共
下
水
道
事
業
や
介
護
保
健
な
ど
の
特
別

会
計
が
安
定
し
た
運
営
が 

で
き
る
よ
う
に
、

一
般
会
計
か
ら
繰
り
出
す
財
源

財政指標の推移

データで見る財政状況の推移
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H18 H19 H20 H21

億

財政調整基金 その他特定目的基金減債基金

15億1,076万円11億4,167万円11億4,167万円11億4,167万円13億3,735万円13億3,735万円13億3,735万円

5億3,693万円5億3,693万円5億3,693万円5億3,693万円3億7,371万円3億7,371万円3億7,371万円

60億2,170万円
61億9,701万円61億9,701万円61億9,701万円

53億1,016万円

16億1,517万円16億1,517万円16億1,517万円

3億8,418万円3億8,418万円3億8,418万円

41億7,994万円

15億1,076万円11億4,167万円13億3,735万円

5億3,693万円5億3,693万円3億7,371万円

60億2,170万円
61億9,701万円

53億1,016万円

16億1,517万円

3億8,418万円

41億7,994万円

393億9,636万円

418億696万円

436億9,589万円
439億1,228万円
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億
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地
方
財
政
に
と
っ
て
厳
し
い
財
政
状
況
が

続
く
中
、市
で
は
、「
歳
入
に
見
合
っ
た
歳
出
」

の
徹
底
の
も
と
、事
務
事
業
の
見
直
し
や
経

費
削
減
に
努
め
て
き
ま
し
た
。ま
た
、将
来
世

代
に
で
き
る
だ
け
負
担
を
先
送
り
し
な
い
と

の
考
え
の
も
と
、地
方
債
借
入
れ
の
抑
制
や

過
去
に
借
り
入
れ
た
分
の
繰
上
償
還
を
進
め

て
き
ま
し
た
。

プ
ラ
イ
マ
リ
ー
バ
ラ
ン
ス
※
の

黒
字
化
の
堅
持

　

市
債
の
元
利
償
還
金
は
、20
年
度
に
ピ
ー

ク
を
過
ぎ
た
も
の
の
26
年
度
ま
で
は
40
億
円

超
で
推
移
し
ま
す
。さ
ら
に
公
営
企
業
や
一

部
事
務
組
合
の
起
債
償
還
に
対
す
る
繰
出
金

等
も
27
年
度
ま
で
増
加
傾
向
に
あ
る
こ
と
か

ら
、歳
出
削
減
、公
共
事
業
の
進
度
調
整
等
に

伴
う
市
債
の
新
規
発
行
の
抑
制
に
よ
り
、プ

ラ
イ
マ
リ
ー
バ
ラ
ン
ス
の
黒
字
化
を
堅
持
し

て
い
き
ま
す
。

※
プ
ラ
イ
マ
リ
ー
バ
ラ
ン
ス

　

 

市
債
の
元
利
払
い
を
除
い
た
歳
出
と
市

債
発
行
を
除
い
た
歳
入
と
の
差
。均
衡
し

て
い
る
な
ら
ば
、行
政
サ
ー
ビ
ス
を
借
金

に
頼
ら
な
い
で
実
施
し
て
い
る
こ
と
を

示
し
て
い
ま
す
。赤
字
な
ら
債
務
残
高
が

拡
大
す
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。ま
た
、黒

字
な
ら
債
務
残
高
が
減
少
し
ま
す
。

持
続
可
能
な
財
政
運
営

　

普
通
地
方
交
付
税
の
合
併
特
例
※
が
27

年
度
以
降
の
5
年
間
で
段
階
的
に
終
了

し
、毎
年
約
5
億
円
ず
つ
減
少
す
る
こ
と

が
見
込
ま
れ
ま
す
。そ
の
時
期
を
迎
え
て

も
財
政
運
営
を
持
続
可
能
な
も
の
と
す
る

た
め
、行
政
改
革
推
進
計
画
や
財
政
健
全

化
指
針
の
策
定
・
進
行
管
理
を
通
し
て
行

財
政
改
革
に
取
り
組
み
、財
政
基
盤
の
強

化
に
努
め
ま
す
。

※
普
通
地
方
交
付
税
の
合
併
特
例

　

 

合
併
後
で
も
、合
併
が
な
か
っ
た
も
の
と

仮
定
し
、合
併
前
の
旧
町
ご
と
に
算
定
し

た
普
通
交
付
税
の
合
算
額
を
保
障
し
、合

併
に
よ
る
普
通
交
付
税
の
不
利
益
を
被

る
こ
と
が
な
い
よ
う
に
さ
れ
た
制
度

強
固
な

財
政
基
盤
の
構
築
へ

〜
こ
れ
か
ら
の
取
り
組
み
〜

　◦財政規模の縮小

　　17年度決算 387億979万円
　　21年度決算 331億8,992万円
　　（▲55億1,987万円・▲14.3%）

　◦市債発行の抑制

　　17年度決算 64億5,290万円
　　21年度決算 19億9,645万円
　　（▲44億5,645万円・▲69.1%）

　◦�経常的な物件費・維持補修費・補助費（一部事務組合
負担金除く）の削減

　　17年度決算 85億1,377万円
　　21年度決算 67億775万円
　　（▲18億602万円・▲21.2%）

　◦�市債の繰上償還（一般・公共下水道・農業集落排水・
病院・水道会計）

　　247件　34億5,789万円
　　　19年度 　78件　償還元金額 　4億5,137万円
　　　20年度　112件　償還元金額　16億8,347万円
　　　21年度 　 57件　償還元金額　13億2,305万円

　◦�職員数の削減（全会計）

　　17年4月1日　1,048人
　　21年4月1日　　947人
　　（▲101人・▲9.6%）

　◦給与の独自削減（21年度から継続）

　　特別職等の給料（市長▲10%、副市長・教育長▲8%）
　　 管理職手当（部・次長▲15%、課長・参事▲13%、課長

補佐▲10%）
　　職員給料の削減　　削減額　約3,000万円

　◦期末勤勉手当の削減（22年度から実施）

　　 （特別職▲20%、部次長▲16%、課長・補佐▲13%、係
長・主査▲6%、主事▲0.5%）

　　削減額　約1億円（見込）

市の財政事情

これまでの財政健全化に
むけた取り組み

歳
入
に
見
合
っ
た

歳
出
の
徹
底

〜
こ
れ
ま
で
の
取
り
組
み
〜

財政課　財政係  ☎ 65-0676   63-4561問い合わせ

　

今
回
ご
説
明
す
る
指
標
の
値
や
金
額

は
、市
全
体
の
状
況
を
説
明
す
る
た
め
、

一
部
を
除
き
一
般
会
計
と
特
別
会
計（
一

部
の
特
別
会
計
と
公
営
企
業
会
計
を
除

く
）を
合
わ
せ
た
普
通
会
計
と
い
う
統
計

資
料
を
用
い
て
い
ま
す
。
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